
令和７年度１１月補正予算案（経済対策分）の概要
Ⅰ 予算編成のねらい

「「強い経済」を実現する総合経済対策」（令和７年１１月２１日閣議決定）
に呼応し、以下の二本の柱に係る施策について、補正予算案をとりまとめた。

① 生活の安全保障・物価高への対応
② 危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

引き続き、物価高に負けない地域経済づくりの一層の推進と県民の安心・安全
の確保に向けて、着実に取り組む。

４００億３,３７３万円

Ⅱ 補正予算額

＜財 源＞
負 担 金 １４億５,９１２万円
国庫支出金 ２２７億３,９２８万円
繰 入 金 ５億２,００３万円
県 債 １５３億１,５３０万円

配付資料

令和7(2025)年12月9日

財 政 課

Ⅲ 項目ごとの事業概要

【主な事業】

・ＬＰガスを使用する家庭等の負担軽減 ７億２,５００万円

・特別高圧電力を利用する中小企業等の負担軽減 ２億７,００８万円

・中小企業等が行う人手不足対策に向けた

設備導入等の支援 ２１億４,０２９万円

・医療・介護等の分野における賃上げや

物価上昇等に対する支援 ５９億３,７１５万円

（１）生活の安全保障・物価高への対応 ９４億 ４２６万円

（２）危機管理投資・成長投資による強い経済の実現 ３０６億２,９４７万円

【主な事業】

・「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づく

流域治水の推進やインフラ老朽化対策等 ２９１億２,６５７万円



分類

（保健医療部）

一般 医事指導管理費 医療機関等の物価上昇への対応や賃上げへ

《医療推進課》 の支援に要する経費

一般 薬事関係事業費 薬局の物価上昇への対応や賃上げへの支援

《医薬安全課》 に要する経費

（子ども・福祉部）

一般 障害者総合支援推進費 職員の処遇改善を行う障害福祉施設等にお

《障害福祉課》 ける賃上げへの支援に要する経費

一般 介護保険施行事業費 ・職員の処遇改善を行う介護施設等におけ

《長寿社会課》 る賃上げや職場環境改善等への支援に要す

る経費

・物価上昇の影響を受ける介護施設等が行

うサービス継続に必要な設備・備品の購入

等への支援に要する経費

・物価上昇の影響を受ける介護保険施設等

への食材料費の購入支援等に要する経費

（産業労働部）

一般 産業労働総合対策費 ・家庭等へのＬＰガス料金高騰の負担軽減

《産業企画課、　　　 に要する経費

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ推進室、　 ・県産品事業者が行う商品開発やテストマ

経営支援課、　 ーケティング、展示会出展等への支援に要

観光課、　 する経費

 労働雇用政策課》 ・中小企業等への特別高圧電力価格高騰の

負担軽減に要する経費

・中小企業等が行う人手不足対策に向けた

設備導入等の支援に要する経費

・中小企業等の生産性向上のための専門家

派遣等に要する経費

・貸切バスを利用した県内宿泊旅行の助成

に要する経費

・中小企業等が行う女性が働きやすい職場

環境整備等を通じた生産性向上の支援に要

する経費

175,728

270,077

2,140,288

14,921

21,100

１１　月　補　正　予　算　協　議　額（　追　加　分　）

（単位：千円）

（　経　済　対　策　分　）

事　項　名 補正協議前の額 補正協議額 説　　　　　　　明

341,000

34,546 4,207,468

7,336 831,908

110,046 753,890

120,000

1,006,174

7,080 143,880

725,000

3,412,668

453,800

3,467,114

交付金事業



分類

（単位：千円）

事　項　名 補正協議前の額 補正協議額 説　　　　　　　明

（環境文化部・農林水

産部・土木部）

投資 公共事業等費 環境文化部

《自然環境課》

農林水産部

《耕地課、農村振興課、治山課、水産課》

土木部

《道路建設課、道路整備課、河川課、

　防災砂防課、港湾課、都市計画課》

（土木部）

一般 流域下水道事業会計繰 児島湖流域下水道浄化センター耐震化工事

出金 等に要する経費のうち一般会計負担分

《都市計画課》

投資 国直轄事業負担金 道路事業負担金

《道路建設課、　　 河川事業負担金

河川課、港湾課》 港湾事業負担金

企業 流域下水道事業会計 児島湖流域下水道浄化センター耐震化工事

　資本的支出 等に要する経費

　　建設改良費

《都市計画課》

（関係部局）

［繰越明許費］ 環境文化部

《自然環境課》

保健医療部

《医療推進課、医薬安全課》

子ども・福祉部

《障害福祉課、長寿社会課》

産業労働部

《産業企画課、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ推進室、

　経営支援課、観光課、労働雇用政策課》

農林水産部

《耕地課、農村振興課、治山課、水産課》

土木部

《道路建設課、道路整備課、河川課、

　防災砂防課、港湾課、都市計画課》

24,300

5,007,303

21,075,228

5,007,303

3,467,114

2,705,497

1,733,665

83,250

225

24,300

21,075,228

26,106,831

975,788

4,961,358

751,767

9,840,747

2,443,869 656,100

［ 設　定　額  35,511,091 ］

4,522,412

58,644,442


